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(4) 組 織 
2015 年 3 月末における当研究所の組織と定員は以下のとおりである。 
2014 年度末定員   47 名 
同年度客員総括研究官       2 名 
同年度客員研究官        103 名 
同年度国際客員研究官       6 名 
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科学技術・学術政策研究所 計 819,739  
 
（単位：千円） 
外 部 資 金 名 金 額 備 考 








このため、所内に次期中期計画検討委員会を立ち上げ 8 回開催するとともに、2013 年 12 月に
顧問会議（2013 年度活動報告参照）、2014 年 4 月に機関評価委員会を開催して有識者から意見を























(7) 1 年間の主な調査研究活動 
① 調査研究成果 
 2014 年度においては、6本の NISTEP REPORT、8 本の調査資料、12 本の DISCUSSION PAPER、


























































































    開催日：2015 年 2 月 12 日（木）～16 日（月） 




開催日：2015 年 3 月 3日（火） 









(1) 第 9 回日中韓科学技術政策セミナー 





2014 年 11 月 10 日（月） 
<08:30 - 08:40> 
Welcome Speeches: Pro. Wang Yi (CAS/IPM), and Dr. Hu Zhijian (CASTED) 
 
<08:40 – 10:30> 
Session 1: Highlights of Research Activities in Research Institutions 
Chaired by Prof. MU Rongping (CAS/IPM) 
Time Presenter Presentation Title 
8:40-9:00 
KISTEP: 
Dr. Youngah Park 




Prof. WANG Yuan 




Recent Activities of NISTEP 
9:40-10:00 
STEPI: 
Prof. Jong Guk Song 
Research Activities in STEPI 
10:00-10:20 
CAS/IPM: 
Prof. WANG Yi 
Research Hightlights in CAS/IPM 
10:20-10:30 Q&A and Discussion    
 
<10:50 - 12:30>  
Session 2: Innovation-driven Development and Creative Economy  
Chaired by Dr. SUN Fuquan (CASTED) 
Time Presenter Presentation Title 
10:50-11:10 
CASTED: 
Prof. HU Zhijian 
China’s National Science and Technology 




Survey on R&D Activities of Private 
Corporations in Japan 
11:30-11:50 
STEPI: 
Prof. Chae Yoon Lim 




Prof. MU Rongping 
System Reform for Innovation Development
 
12:10-12:30 Q&A and Discussion    
 
 
<13:30 - 15:10> 





Chaired by Dr. Seung Jun Yoo (KISTEP) 
Time Presenter Presentation Title 
13:30-13:50 
CASTED: 
Prof. LI Zhe 
China’s STI Policy-Making based on 




The Application of “Science Map” for 




Prof. Kawon Cho 




Dr. XU Fang 
A Comparative Study on How to Develop an 
Evidence Based Approach to Policy-making
14:50-15:10 
CASTED: 
Prof. Ma Ying 
 
Evidence-based Policy Making: Examples 
from China 
15:10-15:30 Q&A and Discussion    
 
<15:40 – 17:40> 
Session 4: Science and Diplomacy 
Chaired by Prof. 永野 博 (NISTEP) 
Time Presenter Presentation Title 
15:20-15:40 
KISTEP: 
Dr. Seung Jun Yoo 




Prof. CHEN Baoming 




Science and Diplomacy 
16:20-16:40 
STEPI: 
Prof. Myung Jin Lee 
Towards Smart STI Diplomacy 
16:40-17:00 
CAS/IPM: 
Prof. FAN Chunliang 
Science Dipmloacy in China 
17:00-17:20 Q&A and Discussion    
 
 
2014 年 11 月 11 日（火） 
<08:30 – 10:10> 
Session 5: S&T Innovation for Green Development  
Chaired by Prof. Kawon Cho (STEPI) 
Time Presenter Presentation Title 
8:30-8:50 
KISTEP: 
Dr. Ki Ha Hwang 
Energy and Environmental R&D Investment 
Direction for Green Growth in Korea 
8:50-9:10 
CASTED: 
Prof. LIU Feng 
EV Industry’s STI Policies of China 







鎗目 雅 Innovation for Sustainability: 
Opportuniies and Challenges in Public 




Dr. HUANG Baorong 
Green Industry Development and 
Innovation in China. 
9:50-10:10 Q&A and Discussion    
 
<10:30 – 12:30> 
Session 6: Technology Foresight and Public Engagement 
Chaired by Prof. Wang Yi (CAS/IPM) 
Time Presenter Presentation Title 
10:30-10:50 
KISTEP: 
Dr. Seok Ho Son 
Future Strategies for Science and 




Dr. WANG Ge 








Prof. Jiyoung Suh 




Dr. FAN Yonggang 
Space Science and Technology Foresight 
towards 2030 in China: Some Preliminary 
Findings 





ある。参加機関は、日本から当研究所、韓国から科学技術政策研究院（The Science and 
Technology Policy Institute、STEPI）及び韓国科学技術企画評価院（Korea Institute of 
S&T Evaluation and Planning、KISTEP）、中国から中国科学院科技政策管理科学研究所（The 
Chinese Academy of Sciences, Institute of Policy and Management：CAS/IPM）及び中





開催日：2015 年 2 月 12 日（木）～16 日（月） 












(3) 第 6 回予測国際会議 
   ―フォーサイトのレビューと今後の方向性：政策立案への貢献に向けて― 
開催日：2015 年 3 月 3日（火）9:30～17:30 





9:30–9:35  開催挨拶 
斎藤尚樹 科学技術・学術政策研究所総務研究官 
基調講演 






Oscan SARITAS, Senior Research Fellow, Manchester Business School, 
UK / Research Professor, National Research University- Higher School 
of Economics, Russia 
10:35-11:05 「ドイツにおけるフォーサイト：連邦教育研究省フォーサイトサイクルの
インパクト」 
Kerstin CUHLS, Project Manager, Fraunhofer Institute for Systems and 
Innovation Research ISI, Germany 
11:05-11:35 「フィンランドにおける予測活動：参画者、関係性、及び政策立案へのイ
ンパクト」 
Toni AHLQVIST, Principal Scientist, VTT Technical Research Centre 
of Finland Ltd, Finland 
11:35-12:05 「フォーサイトと政策立案の相互作用」 
































    小倉新司氏（日本電気株式会社） 
    室井一恵氏（ワシントンコア社） 






























ステップな研究者」として毎年選定している。2014 年は、ナイスステップな研究者 2014 を選定




(1) ナイスステップな研究者 2014 の選定 






井垣 達吏（いがき たつし） 








































猪熊 泰英（いのくま やすひで） 
















る方法を開発しました。具体的には、直径約 0.5〜1nm 程（1nm は、10 億分の 1m）の穴が無
数に空いた結晶材料（結晶スポンジ）を用意し、その穴の中にわずか数十〜数百ナノグラム










梶村 真吾（かじむら しんご） 








































佐竹 暁子（さたけ あきこ） 











































舘 知宏（たち ともひろ） 
























谷口 正輝（たにぐち まさてる） 













シリコン基板上にナノサイズのギャップ(約 1nm（1nm は、10 億分の 1m）)をもつ相対する 2















東山 哲也(ひがしやま てつや)  


























星 貴之(ほし たかゆき)  






























前田 理(まえだ さとし) 















































































(2) ナイスステップな研究者 2013 講演会 
～近未来への招待状～ナイスステップな研究者 2013 からのメッセージ～ 





 第 1 回 7 月 9 日（水）14：00 
 
斎藤 通紀  京都大学大学院 医学研究科 教授 
「生殖細胞の発生機構の解明とその培養ディッシュ上での再現」 
 









古川 英光 山形大学大学院 理工学研究科機械システム工学分野 教授 
「3D ゲルプリンターが牽引する「化学」×「機械」の融合イノベーション」 
 
 第 2 回 8 月 6 日（水）14：00 
 




田中 浩也 慶應義塾大学 環境情報学部 准教授 
「ファブラボの国際ネットワークから生まれるイノベーション」 
 
沖 大幹 東京大学 生産技術研究所 教授 
「地球の水循環と世界の水資源」 
 
 第 3 回 8 月 21 日（木）14：00 
 
美濃島 薫 電気通信大学大学院 情報理工学研究科先進理工学専攻 教授 
「超短光パルスを用いた超精密な光のものさし「光コム」」 
 







ってもらうことを目的として、俯瞰的なレビューを実施し、2014 年 12 月に政策研究レビューセ
ミナーを開催した。 
 
(1) 第 7 回政策研究レビューセミナー 
開催日：2014 年 12 月 16 日（火） 









     榊原 裕二  科学技術・学術政策研究所長 
13:40 
 
発表 1「産学連携と公的 R&D の経済効果：ミクロデータの分析から見えてきたこと」

















     富澤 宏之  科学技術・学術基盤調査研究室長 
15:00 発表 5「第 10 回科学技術予測調査（全体概要速報）」 
     小笠原 敦  科学技術動向研究センター長 
15:25 前半分の質疑（20 分）  












     渡邊 英一郎 第３調査研究グループ 総括上席研究官 
17:00 
 
発表 9「サイエンスマップ調査の発展と活用－10 年を振り返って－」 
     阪 彩香   科学技術・学術基盤調査研究室 主任研究官 


















元橋 一之・米谷 悠・池内 健太 





本研究では、企業内部の R&D の効果のみならず、企業間の R&D スピルオーバー、さらには公的機

























[1] 池内健太・René Belderbos・深尾京司・金榮愨・権赫旭「企業間の取引関係と R&D スピルオ
ーバー」DISCUSSION PAPER (2015.4 に公表予定). 
[2] René Belderbos・池内健太・深尾京司・金榮愨・権赫旭「産業集積と逆選択：多工場企業の
実証分析」DISCUSSION PAPER (2015.4 に公表予定). 
 
＜発表・講演＞（主なもの） 
 [1] Kenta Ikeuchi and René Belderbos, “The Productivity Effects of Industry-University 





















これまで当研究所では「全国イノベーション調査」を計 3 回実施してきた。本調査は約 2 万社
の民間企業を対象とする統計調査であり、企業におけるイノベーション創出の状況等を調査して











① 第 1 回～第 3 回調査までの調査方法、調査事項、その設問方法を整理し、経年比較が可能
な産業、企業規模、調査事項について経年比較分析を行い、分析結果を NISTEP DISCUSSION 









④ 2012 年度に実施した「第 3回全国イノベーション調査」の回答企業を対象に、訪問インタ
ビュー調査を行い、調査の方法や内容に関する課題を抽出し、2015 年度に実施を予定して












[1] 米谷悠「第 1回～第 3回全国イノベーション調査の経年比較の試み（調査設計及び調査事項



























2014 年度調査は 3,490 社を調査対象として、2014 年 11 月に郵送法及び web 法を併用して実施
した。修正送付数は、合併・買収による消滅等の事情が生じた企業を除く 3,459 社となり、1,675
社から回答が寄せられ、回収率は 48.4％であった。 






[1] 科学技術・学術政策研究所「民間企業の研究活動に関する調査報告 2013」NISTEP REPORT 
No.160. (2014.9) 




[1] Hidemichi, Fujii, Kazuma Edamura, Koichi Sumikura, Yoko Furusawa, Naomi Fukuzawa, 
Shunsuke Managi (2014) “How enterprise strategies are related to innovation and 
productivity change: An empirical study of Japanese manufacturing firms,” Economics of 
Innovation and New Technology, 24, pp. 248-262. 
[2] 山内勇・枝村一磨・角山史明・隅藏康一「日本人発明者の移動と技術流出リスク―韓国企業
の人材活用モデル―」日本知財学会誌 11 巻 2 号 47-65. (2014) 
 
＜講演＞ 
[1] 隅藏康一「民間企業の研究活動に関する調査報告 2013」NISTEP セミナー(2014.5.21) 






Performance: Implications for Open Innovation” 2014 XXV International Society for 
Professional Innovation Management (ISPIM) Innovation Conference, Dublin. (2014.6.10) 
[3] Koichi Sumikura “R&D activities of Japanese firms in automotive industry,”3rd Dialogue 
for Global Innovation on Urban Mobility, Smart Energy and Healthcare focused at Risk 
Management of Advanced Science & Technology, Graz, Austria. (2014.10.7) 
[4] 古澤陽子・枝村一磨・隅藏康一「規制が企業の研究開発活動に及ぼす影響」研究技術･計画




イノベーションの課題」研究技術･計画学会第 29 回年次学術大会、立命館大学(2014.10.19) 
[7] 枝村一磨・隅藏康一・古澤陽子・福澤尚美「企業の知的財産活動に関する調査 平成 25 年
度民間企業の研究活動に関する調査より」、日本知財学会第 12 回年次学術研究発表会、東京理
科大学(2014.11.29) 
[8] 福澤尚美・隅藏康一・枝村一磨・古澤陽子「民間企業の研究活動に関する調査 2013 からみ
る他組織との連携状況」、日本知財学会第 12 回年次学術研究発表会、東京理科大学
(2014.11.29) 
[9] 枝村一磨・古澤陽子・隅藏康一 “Impact of regulation on firm R&D activity -the case of 







































































[1] Saito, H. and K. Sumikura “Effect of collaborative research with academia; focused 
on the pharmaceutical industry,”2014 XXV International Society for Professional 
Innovation Management (ISPIM) Innovation Conference, Dublin. (2014.6) 
[2] 齋藤裕美・隅藏康一「産学官連携に積極的な製薬企業の特徴；開発状況に焦点をあてて」日
本機械学会 2014 年度年次大会、東京電機大学 (2014.9.8) 
[3] Hiromi Saito “University-Industry collaboration in automotive industry,” 3rd Dialogue 
for Global Innovation on Urban Mobility, Smart Energy and Healthcare focused at Risk 
Management of Advanced Science & Technology, Graz, Austria. (2014.10.7) 
[4] 齋藤裕美・隅藏康一「自動車産業における産学共同研究の実証的考察」第 29 回研究・技術
計画学会年次学術大会、立命館大学 (2014.10.18) 
[5] 齋藤裕美・隅藏康一「産学共同研究と企業パフォーマンス～医薬品産業におけるパイプライ


























































































































2011 年度より、博士課程修了者の追跡調査を可能とする博士人材 DB の構築に向けた調査と基
盤整備が行われており、試行版の Web システムが完成している。2013 年度において、博士人材 DB
の設計と活用の在り方に関する検討のためのワーキング・グループを設置し、有識者及び国立大
学を中心とした 7大学の参加により、博士人材 DB の基本概念、システムの設計と構築、システム
を活用したインセンティブの設計について議論し、2014 度より開始するパイロット運用に向けた





































































第 1回助言委員会を 2014 年 7 月に開催した上で、初回の調査の方法、調査票を確定した。その上
で調査用の WEB システム(日本語、英語)を構築し、2014 年 11 月～12 月に「第１回 日本博士人材
追跡調査」を実施した。1 月からデータクリーニング、集計を開始した。東京大学、京都大学に
は担当部署へのヒアリングを実施。2015 年 2 月には第 2回助言委員会を開催し、結果の報告、集
計・分析に関する留意点の検討、次回調査への改善点などについて議論した。 
2015 年 3 月現在、報告書を取りまとめ中であるが、単純集計の結果については、既に「速報版」




[1] 2015 年度 SciREX シンポジウムにて報告予定。 
 
＜報告書＞  
[1] 「第 1回 日本博士人材追跡調査－調査結果速報版」 
http://www.nistep.go.jp/wp/wp-content/uploads/NISTEP_sokuhou1.pdf 
[2] 'The first Japan Doctoral Human Resource Profiling -Survey result-'（Preliminary Report） 
http://www.nistep.go.jp/wp/wp-content/uploads/sokuhou_En.pdf 































































(1) 講演会の開催  
東京都市大学副学長の三木千壽を講師にお招きし、アセアン各国の高度専門人材を俯瞰しつ































始された。本研究では今年で 11 年目を迎える SSH 事業についてデータ的に俯瞰するとともに、指
定校やその周辺校におけるその効果として、理科系科目への興味や進路動向への影響などを計量
的に実証することを試みる。各学校の持つ特徴を生かし実施されたプログラムの効果、地域特性





























検証」DISCUSSION PAPER 117（2015.3） 
  



























送日：2014 年 11 月 27 日／調査票締切日：2014 年 12 月 26 日）。調査対象者は以下のとおりであ
る。 
・ 2007 年 10 月 1 日時点に当該機関に所属していた教員のうち、2007 年度末において満 65 歳以
下の全教員 





























































日本の経済国際競争力の維持・向上への科学技術寄与期待度の統計分析-」DISCUSSION PAPER No. 
107(2014.6) 
[2] 早川雄司「国民の科学技術に対する関心と科学技術に関する意識との関連」DISCUSSION 

































2011 年 3 月以降から 2014 年に出版された該当調査研究について、CiNii Articles 等の論文検
索を利用し、2011 年分については 75 文献のリストアップ及び 20 文献の原文収集、2012 年分につ
いては 97 文献のリストアップ及び 59 文献の原文収集、2013 年分については 62 文献のリストア
ップ及び 33 文献の原文収集、2014 年分については 52 文献のリストアップ及び 24 文献の原文収











































[1] 野澤 一博「地域大学発技術シーズの実用化プロセスに関する調査研究」DISCUSSION PAPER 
No.112（2015 年 2 月） 
 
＜論文等＞ 
[1] Kazuhiro NOZAWA「Unzip the Triple Helix: Application of Regional Triple Helix in Japan」
Hélice Vol.2 Issue 4+ Vol.3 Issue 1 p29-33（2014） 
[2] Kazuhiro NOZAWA 「Regional Triple Helix and contextualisation of regional policy: 
Comparative analysis of three regions in Japan」Industry and Higher Education Vol.29 
No.1 p51-64 (2015) 
[3] 野澤一博「大学の技術シーズ実用化による地域活性化―弘前大学のプロテオグリカンを事例
として―」地域活性研究 Vo.6 p250-259（2015） 
 
＜発表・講演＞ 
[1] Kazuhiro NOZAWA「 Revitalisation of local economy through commercialization of 
university’s knowledge」International Geography Union Conference 2014（2014,8 ポーラ
ンド） 
[2] 野澤一博「地域大学発技術シーズの実用化に関する考察」研究・技術計画学会第 29 回年次
学術大会（2014.10、滋賀） 















































































































































[1] 鈴木真也「日本企業による国際産学共同研究の動向」産学連携学会 第 12 回年次大会
（2014.6、下諏訪） 
[2] 鈴木真也“International and Domestic University-Industry Linkage: Impact on Firm 






































[1] 鈴木真也・岡室博之「大学発ベンチャーの海外展開志向の決定要因」DISCUSSION PAPER No.119
（2015.3） 
[2] 鈴木真也・岡室博之 
“Determinants of Academic Startup's Orientation toward International Business Expansion”, 
2015, CCES Discussion Paper Series, No.55, Center for Research on Contemporary Economic 
Systems, Graduate School of Economics, Hitotsubashi University（2015.3） 
 
＜発表・講演＞ 
[1] 鈴木真也“Determinants of Orientation towards International Business Expansion of 
Academic Start-ups.” Academy of Innovation and Entrepreneurship: The 7th Annual 
Conference（2014.9、北京） 
[2] 鈴木真也「大学発ベンチャー企業による海外展開の決定要因」日本経済学会 2014 年度秋
季大会（2014.10、福岡） 
[3] 鈴木真也“Determinants of Orientation towards International Business Expansion of 






































②アンケート調査の設問設計を行い、③NISTEP 企業名辞書をもとに 5576 社にアンケートを送付

























































































共に、関連報告書として取り纏め中（2015 年 3 月現在）。 
2014 年度に実施した「産学連携研究に至るまでの大学研究の経緯に関する調査研究」の大学研
究者に対するアンケート調査の分析結果を学会発表すると共に、関連報告書として取りまとめ中




[1] 中山保夫・細野光章「国立大学の特許の特色 : 発明者と技術領域の分析」研究・技術計画
学会第 29 回年次学術大会（2014.10、草津） 
[2] 細野光章・伊藤祥・岡部康成・神里達博・倉田健児・渡邊英一郎「大学研究者の研究目的・


































○2014 年 5･6 月号 
・ 「世界における予測活動の最近の動向」（横尾淑子） 
・ 「フォーサイトに関する最新動向－第 5 回予測国際会議 世界の科学技術予測の現状～社会
課題解決に向けて～（開催報告 その 1）」（村田純一・浦島邦子） 
・ 「宇宙食の現状と災害食への活用」（中沢孝） 
・ 「各国の地球観測動向シリーズ（第 8 回）大韓民国の地球観測活動の方向性－外国技術を導
入した継続的な地球観測衛星利用－」（辻野照久*） 
○2014 年 7･8 月号 






・ 「各国の地球観測動向シリーズ（第 9回）衛星画像を利用した農業生産統計」（辻野照久*） 
○2014 年 9･10 月号 
・ 「フォーサイトに関する最新動向－第 5 回予測国際会議 世界の科学技術予測の現状～社会







・ 「世界のスーパーコンピュータの動向（2014 年）」（野村稔*） 
・ 「オバマ政権下の最近の米国の科学技術政策の展開 第 1 部 緊縮財政下における研究開発
優先順位設定」（遠藤悟*） 




○2014 年 11･12 月号 
・ 「フォーサイトに関する最新動向－第 5 回予測国際会議 世界の科学技術予測の現状～社会
課題解決に向けて～（開催報告 その 4）多様な予測活動の現状」（村田純一・浦島邦子） 
・ 「オープンサイエンスをめぐる新しい潮流（その 2）オープンデータのためのデータ保存・
管理体制」（村山泰啓*・林和弘） 
・ 「各国の地球観測動向シリーズ（第 10 回）国際災害チャーターの活動動向－外国の災害に対
する国際的な衛星画像提供枠組みの拡大－」（辻野照久*） 
・ 「青年千人計画に見る中国若手研究者の国際流動状況」（木村良*・阪彩香） 
○2015 年 1･2 月号 
・ 「オープンサイエンスをめぐる新しい潮流（その 3）研究データ出版の動向と論文の根拠デ
ータの公開促進に向けて」（林和弘・村山泰啓*） 
・ 「2014 年の世界の宇宙開発動向」（辻野照久*） 
・ 「サービス生産性向上と高付加価値化のための新しい科学：サービス学」（小柴等） 
・ 「スポーツにおける情報活用－オリンピックから健康づくりまで－」（相馬りか） 




インフラの開発動向－欧州の EUDAT の取組から－」（野村稔*） 













































































[1] Naohiro Shichijo, Yasunori Baba, Silvia Rita Sedita, “How does the entrepreneurial 
orientation of scientists affect their scientific performance? Evidence from the 




催 ICT 特別セミナー, 紀尾井町フォーラム, pp.1-24,(2015.2) 
[2] 小笠原敦・横尾淑子・七丈直弘「第 10 回科学技術予測調査」研究・技術計画学会, 年次学
術大会, 立命館大学びわこ草津キャンパス,(2014.10.18-19) 
[3] 七丈直弘・村田純一・野村稔「第 10 回科学技術予測調査 : ICT 分野の成長の方向に関して」
研究・技術計画学会, 年次学術大会, 立命館大学びわこ草津キャンパス,(2014.10.18-19) 
[4] 横尾淑子・小笠原敦「第 10 回科学技術予測調査 : 『宇宙・海洋・地球・科学基盤（量子ビ
ーム、データサイエンス、計測）』」研究・技術計画学会, 年次学術大会,立命館大学びわこ草
津キャンパス,(2014.10.18-19) 
[5] 林和弘・辻野照久・蒲生秀典・浦島邦子・小柴等・小笠原敦「科学技術予測調査速報 (7) : 
社会基盤分野」研究・技術計画学会, 年次学術大会, 立命館大学びわこ草津キャンパ
ス,(2014.10.18-19) 
[6] 小柴等・林和弘・小笠原敦「科学技術予測調査速報 : サービス化社会分野」研究・技術計
画学会, 年次学術大会, 立命館大学びわこ草津キャンパス,(2014.10.18-19) 
[7] 村田純一・浦島邦子・小笠原敦「第 10 回科学技術予測調査 : 環境・資源・エネルギー分野」
研究・技術計画学会, 年次学術大会,立命館大学びわこ草津キャンパス,(2014.10.18-19) 
[8] 蒲生秀典「第 10 回科学技術予測調査 : マテリアル・デバイス・プロセス分野」研究・技術










































第 17 回大会.大阪大学(2014.6.26) 
[2] Double-Loop Bench Marking Methods in the Era of Data Deluge: An Empirical Scientometric 
Study and Assessment of Japan's Galapagos Syndrome in Scientific Research Activities. 
Nobuyuki Shirakawa, Takao Furukawa, Kazuhiro Hayashi, Masatoshi Tamamura, 2014 
Proceedings of PICMET '14 pp.2799-2806 (2014.7) 
 [3] Alfonso Ávila-Robinson, Naohiro Shichijo, Shintaro Sengoku, “Managing Discrepancies 
in Evaluation Methods for Interdisciplinary Research Programme: The Case of WPI in Japan”, 
2014 Proceedings of PICMET '14 pp.2605-2615 
[4] Nobuyuki Shirakawa and Takao Furukawa, Invisible College Ranking: An. Empirical Study 
of How Chinese Graduate. Student Mobility Underpins Research Universities. 2014 





[5] 林和弘・白川展之・小笠原敦・「Chemical Abstracts に着目した化学の動向分析に関する考




























関連情報の収集・整理を行うと共に、2015 年 3 月に研究会を開催して専門家による議論を行っ
た。研究会における情報提供は以下のとおりである。 
・うつ病を取り巻く現状―社会的・医学的影響― （樋口輝彦 座長） 
・うつ病に関する基礎研究、橋渡し研究、応用研究の動向― 
   神庭重信 氏（テーマ：うつ病の診断用バイオマーカーの開発と臨床応用の可能性） 
   須原哲也 氏（テーマ：うつ病治療標的のイメージング） 
   岡本泰昌 氏（テーマ：ニューロフィードバックとうつ病治療への応用） 
・就労年齢層におけるうつ病の現状 
   川上憲人 氏（テーマ：国内外におけるうつ病の疫学と予防医学研究の現状） 
   根本忠一 氏（テーマ：国内企業アンケートに基づくうつ病の実態調査） 
   倉林るみい 氏（テーマ：我が国におけるストレスチェックの義務化） 
・うつ病のバックボーンとしての大人の発達障害  
   梅永雄二 氏（テーマ：大人の発達障害と就労の現状） 
・子供の発達障害、親と子供におけるうつ病の現状  
   尾崎紀夫 氏（テーマ：周産期のうつ病、及びうつ病と双極性障害） 
   神尾陽子 氏（テーマ：子供の発達障害とうつ病） 
・高齢者におけるうつ病、うつ病に関する医療の現状、経済的影響―  
   三村将 氏（テーマ：高齢者におけるうつ病と認知症の現状、認知行動療法） 
   渡邊衡一郎 氏（テーマ：医療現場からみたうつ病の現状と課題） 







































































科学技術各分野の専門家約 2000 名からなる専門家 NW を運営し、必要に応じてアンケート等に

















是正を図った。結果として今年度は、計 2065 名の専門家を専門調査員に委嘱した。 
(3) デルファイ調査、ナイスステップな研究者の推薦に加えて、研究振興局基礎研究振興課基礎
研究推進室との連携により戦略的な基礎研究のあり方の議論に資する重点領域抽出のための調
査を行った。デルファイ調査は 1226 名の専門調査員の参画、研究者推薦は 160 名（推薦研究者
数）、重点領域抽出調査は 548 名の回答を得た。なかでも重点領域抽出調査は依頼から回答締め
切りまでの期間が 1 週間程度と短期であり、回答負荷の高い調査であったにも関わらず 500 名
を超える回答を得ており非常に高い反応であった。これらのことから科学技術関連情報の収集
ソース・調査パネルとしての専門家 NW の有効性・ポテンシャルが改めて確認された。 
(4) フォーラムについては、議論の活性化とシステム管理の容易さ、社会訴求力、オープンサイ
エンスの趨勢などを勘案し、現状独自管理のサーバ上で運営している独自システムの他、





























文部科学省科学技術・学術政策局が 2014 年 11 月 22 日に発表した「FTE 調査（2013 年調
査）」および過去 2回（2002、2008 年調査）実施された調査との比較、分析をする。 




















にし、2015 年 4 月に発表予定である。 
②FTE 測定の国際比較可能性向上のための活動(OECD/NESTI)  
研究開発統計の国際的標準を定めた OECD のフラスカティ・マニュアルの 2002 版以来の改









[1] 科学技術・学術基盤調査研究室「科学技術指標 2014」調査資料-229(2014.8) 
[2] Research Unit for Science and Technology Analysis and Indicators, “Digest of Japanese 
Science and Technology Indicators 2014”, (RESEARCH MATERIAL No.229), 2015.3 
[3] 神田由美子・富澤宏之『大学等教員の職務活動の変化－「大学等におけるフルタイム換算デ




の順位」研究・技術計画学会、第 29 回年次学術大会、（2014.10.19、滋賀） 
 
＜その他＞ 











富澤 宏之・伊神 正貫・阪 彩香  
川島 浩誉・中山 保夫＊・長岡 貞男* 













トムソン・ロイター社の Web of science に関して、2013 年データの蓄積、整備を行った。 
エルゼビア社スコーパスに関して、2013 年データの蓄積、整備を行った。また、トムソン・
ロイター社 Web of Science のフォーマット変更および年の概念の変更(データベース年 DY の
概念の削除)に伴う検討及び調整を行った。 
[2] 特許データベース 







トムソン・ロイター社 Web of Science の基盤室共用のデータセットの整備と確認を行い、










サイエンスマップ 2010 とサイエンスマップ 2012 の分析を進めるとともに、これまでに作成
してきたサイエンスマップ 2002 からの時系列変化についても分析した。 
サイエンスマップにおける学際的・分野融合的領域や国際共著率の変化、日本と主要国の
シェアの変化の分析を通じて、科学研究の潮流の理解を試みた。また、今回新たに研究領域
を空間的・時間的観点から分類する Sci-GEO チャートを導入した。Sci-GEO チャートを用い
て世界の研究領域を分類すると、継続性がなく他の研究領域との関係性の弱いスモールアイ
ランド型領域が 4 割、継続性があり他の研究領域との関係性の強いコンチネント型領域が 2















































































[2] 阪 彩香「論文に着目した日本の大学の研究力分析」トムソン・ロイター主催第 2回 学術シ
ンポジウム 大学ランキング向上と、世界を牽引する研究の発掘に向けて～グローバル化・研
究力強化に今求められる取り組みとは～（2014.6.19、東京） 
[3] Ayaka SAKA, Comparison of the number of unique corresponding authors estimated using 
their e-mail addresses, STI Conference（2014.9.3-5、オランダ） 
[4] Masatsura Igami, Sadao Nagaoka, Exploring the effects of the motivation of a research 
project on the research team composition, management, and outputs, STI Conference
（2014.9.3-5、オランダ） 
[5] 阪彩香、伊神正貫「日本の研究の多様性を測る-サイエンスマップを用いた Sci-GEO チャー
トの提唱-」研究・技術計画学会、第 29 回年次大会（2014.10.19、滋賀） 
[6] 伊神正貫・長岡貞男・John P. Walsh「科学研究への若手研究者の参加と貢献―
Hitotsubashi-NISTEP-Georgia Tech 科学者サーベイから―」研究・技術計画学会、第 29 回年
次大会（2014.10.19、滋賀） 
[7] 伊神正貫, 長岡貞男「科学研究プロジェクトの動機は研究活動をどのように特徴づけるの
か？ ―Hitotsubashi-NISTEP-Georgia Tech 科学者サーベイから―」研究・技術計画学会、第
29 回年次大会（2014.10.19、滋賀） 
[8] 富澤宏之「特許における科学論文引用の機能について : 引用のカテゴリー化による分析」
研究・技術計画学会、第 29 回年次学術大会（2014.10.19、滋賀） 
[9] 川島浩誉・富澤 宏之「論文著者 ID による研究者を単位とした計量書誌学的分析」研究・
技術計画学会、第 29 回年次大会（2014.10.19、滋賀） 
[10] 阪彩香「サイエンスマップに見る世界の研究動向と「山形大学」の活動状況」山形大学
（2014.10.29、山形） 
[11] Ayaka SAKA, The application of “Science Map” for analyzing S&T activities- The 
experience in Japan -、日中韓セミナー（2014.11.9-12、中国・成都） 
[12] 阪彩香、パネルディスカッション「研究力評価はどうあるべきか」における話題提供、電







[13] 阪彩香「サイエンスマップ調査の発展と活用-10 年を振り返って-」第 7回政策研究レビュ
ーセミナー、NISTEP（2014.12.16、東京） 







[2] 伊神正貫、Participations and contributions of young scholars to scientific research、
東京大学 STIG, Innovation System Engineering（2014.5） 
[3] 伊神正貫、特許・書誌分析、一橋大学 IMPP, イノベーション研究方法論（2014.7） 
[4] 阪彩香、GRIPS ビブリオメトリクスとその応用（Bibliometrics and Applications）（GRIPS
桑原教授と共同）（2014.秋学期） 
[5] 阪彩香、第 2回大学ベンチマーキングセミナー（GRIPS 桑原教授と共同）（2014.11-12） 
 
＜学術論文＞ 
[1] Ayaka SAKA, Comparison of the number of unique corresponding authors estimated using 
their e-mail addresses, Proceedings of the science and technology indicators conference 
2014 Leiden, 520-522, 2014  
[2] Masatsura Igami, Sadao Nagaoka, Exploring the effects of the motivation of a research 
project on the research team composition, management, and outputs, Proceedings of the 
science and technology indicators conference 2014 Leiden, 290-294, 2014  
[3] Masatsura Igami, Sadao Nagaoka, John P. Walsh, Contribution of postdoctoral fellows 
to fast-moving and competitive scientific research, The Journal of Technology Transfer 
(Online First Articles) 2014 
[4] Hirotaka Kawashima, Hiroyuki Tomizawa, Accuracy evaluation of Scopus Author ID based 
on the largest funding database in Japan, Scientometrics (Online First Articles) 2015 
 
＜その他＞ 



















2014 年度は、第 4 期科学技術基本計画期間中の 5 年間にわたって実施する調査の第 4 回目
(NISTEP 定点調査 2014)を、2014 年 9 月～12 月にかけて実施する。 







NISTEP 定点調査 2014 の実施準備を 2014 年 5 月～9 月にかけて進め、2014 年 9 月 24 日～12 月
19 日に NISTEP 定点調査 2014 を実施した。回答率は 85.8％であった。アンケート結果の集計・分





定点調査 2014 の報告書(NISTEP REPORT No. 161, 162)の公表を行った。また、2014 年 3 月に実
施したワークショップの報告書(調査資料-234)を 2015 年 1 月に公表した。 
 
＜報告書＞ 
[1] 科学技術・学術政策研究所「科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP 定点調査 2013）
報告書」NISTEP REPORT No. 157(2014.4) 
[2] 科学技術・学術政策研究所「科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP 定点調査 2013）
データ集」NISTEP REPORT No. 158(2014.4) 
[3] 科学技術・学術政策研究所「研究者が活躍できる環境をどう作り出すか？ ―独創的な研究
の芽を育み、その芽をのばす環境をどう作り上げればよいか― ―定点調査ワークショップ
（2014 年 3 月）より―」調査資料-234(2014.12) 
[4] 科学技術・学術政策研究所「科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP 定点調査 2014）
報告書」NISTEP REPORT No. 161(2015.3) 
[5] 科学技術・学術政策研究所「科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP 定点調査 2014）
データ集」NISTEP REPORT No. 162(2015.3) 
 
＜その他＞ 







































KAKEN 論文）、②大学関与のありなし、③分野別、④国際共著論文・国内論文の 4 つを設定した。





















































「データ・情報基盤の活用に関するワークショップ」として、2015 年 2 月 4日に開催し、大


































[1] Hiroyuki Tomizawa, Natsuo Onodera, Yasuo Nakayama, Kenta Nakamura, “Japanese 
Government Project on Innovation Database Platform,” Proceedings of PICMET ’14 – 
Infrastructure and Service Integration, (Kanazawa, Japan, July 27–31, 2014), pp.1082–
1090, 2014. 
[2] 岸本晃彦・赤池伸一・富澤宏之「科学技術白書における重要施策のデータベース化と政策分






























改善したアルゴリズムを用いて、Web of Science 及び Scopus の著者所属機関データ（1996
～2013 年）に対して機関同定を行い、同定精度の向上について調査する。 
（2） NISTEP 大学・公的機関名辞書の更新 
2013 年度までに構築した「NISTEP 大学・公的機関名辞書」（以下、「機関名辞書」）について、























改善したアルゴリズム、機関名辞書を Web of Science 及び Scopus の機関同定に適用し、①








（2） NISTEP 大学・公的機関名辞書の更新 
計画に従って機関名の追加、英語名や変遷情報等のデータの増強を行った。その結果、登録




Web of Science に収録されている 2008 年～2013 年の日本論文（約 45 万件）のうち、謝辞情
報を含む 23 万論文に出現する資金配分機関等レコードを分析した。約 54 万件の表記バリエー












2013 年度までの公開に引き続き、整備されたデータを次の URL において公開した。 
http://www.nistep.go.jp/research/scisip/randd-on-university 
 
[1] NISTEP 大学・公的機関名辞書(ver.2014.1)[2014.11]：更新 
[2] 大学・公的機関名英語表記ゆれテーブル Web of Science 版(Ver.2014.1) [2014.11] ：更新 
[3] NISTEP 大学・公的機関名辞書下部機関リスト(ver.2015.1 ベータ版) [2015.2]：新規 
＜発表・講演＞ 
[1] 小野寺夏生「大学・公的機関における研究開発に関するデータの整備－ミクロデータ分析へ
の貢献－」NISTEP NOTE(政策のための科学) No 11. (2014.5) 
[2] 科学技術・学術基盤調査研究室「論文の謝辞情報を用いたファンディング情報把握に向けて
－謝辞情報の実態把握とそれを踏まえた将来的な方向性の提案－」NISTEP NOTE(政策のための


































を中心とする 17 のテーブルに分割した RDB 構造としている。 
新規企業データとしては、2014 年 4 月から 2015 年 4 月の 1 年間に新規上場した企業、およ
び、2000 年以降で特許出願の増分を線形フィットさせ増分の多い 500 社を抽出し関係企業情報
とともに追加した。 
（2）データベース間接続テーブル 




大学・研究機関の有識者 5 名、オブザーバ参加 3 名にメンバー委嘱し、成果の活用検討と企



















[1] NISTEP 企業名辞書 ver.2014.1 (2014.7) 
[2] NISTEP 企業名辞書 ver.2014.2 (2014.11) 
[3] IIP パテントデータベースとの接続用テーブル ver.2014.1 (2014.7） 
[4] IIP パテントデータベースとの接続用テーブル ver.2014.2 (2014.11） 











































[1] 伊藤裕子「大学の研究機器等の利用を介した米国の産学連携」産学連携学会、第 12 回大会
（2014.6, 下諏訪） 
[2] Yuko Ito, “Importance of Inclusive Service for Corporate Use of University Research 
Infrastructure in Japan,” PICMET '14 Conference (2014.7, 金沢). 
[3] 伊藤裕子「米国の大学における先端研究機器のシェアおよびオープン化の動向」科学技術動











































































2014 年 3 月に外部有識者から構成される政策課題対応型調査研究及びデータ・情報基盤整備
に関する評価パネル（以下「評価パネル」）を当研究所に設置した。委員の構成は以下のとおり
である。（五十音順：◎は座長） 
秋元 浩   知的財産戦略ネットワーク（株）代表取締役社長 
高橋 真理子 朝日新聞社編集委員 
中馬 宏之  成城大学社会イノベーション学部教授 
戸堂 康之  早稲田大学政治経済学部教授 
鎗目 雅   東京大学公共政策大学院科学技術イノベーション・ガバナンス(STIG)特任准教
授 
◎若杉 隆平   京都大学名誉教授、学習院大学特別客員教授 







   
下記のとおりに評価パネル会合は 4回開催された。 
 























































上での基礎資料とすべく、検討・評価結果の中間とりまとめを作成し、2014 年 7 月 15 日に公
表した。 
さらに、評価パネルは、中間とりまとめを踏まえ、当研究所が行った対応・フォローアップ
の状況を把握・検討の上、その結果等について加筆した評価報告を 2014 年 12 月 26 日に公表し
た。 














科学研究費助成事業    
研究者 研究種目 課題名 開始年度 備考 
細川 洋治 基盤研究（C） 
中国の特定地域集積型科学技術発展政
策の現状調査 
23 年度  
七丈 直弘 基盤研究（C） 
クリエイティブ産業における能力形成
ダイナミクスの実証的研究 
23 年度  
重茂 浩美 基盤研究（C） 
アジアでの人獣共通感染症対策に資す
る研究開発方針の提案 
23 年度  
牧 慎一郎 基盤研究（C） 
公益を実現する動物園のマネジメント
とその振興政策に関する調査研究 














25 年度  




25 年度  




26 年度  
七丈 直弘 基盤研究（C） 
サイエンス型産業における多様性のマ
ネジメント：知識と組織の相互作用 
26 年度  
枝村 一磨 若手研究（B） 
日本企業の研究開発の優位性及び企業
パフォーマンスへの貢献に関する研究
26 年度  
枝村 一磨 基盤研究（B） 
大規模自然災害に伴う間接被害の計測
方法の開発 
24 年度 研究分担者 
石川 大介 基盤研究（C） 日本論文で補正した影響度指標の研究 25 年度 研究分担者 




























第 1 研究グループ 
 池内 健太（研究員） 
  ・日本大学非常勤講師（2014.4.1～2015.3.31） 
    ・政策研究大学院大学客員研究員（2014.10.31～2015.3.31） 
 
第 2 研究グループ 
隅藏 康一（総括主任研究官） 
 ・独立行政法人日本学術振興会科学研究費委員会専門委員（2014.1.1～2014.12.31） 






第 1 調査研究グループ 
  岡本 摩耶（上席研究官） 
  ・大手前大学非常勤講師（2014.10.6～2015.3.31） 
 





  ・国際基督大学非常勤講師（2014.9.1～2014.11.30） 













































1.全米科学財団(NSF)＜米国＞         (1989. 1. 5-) 
2.マサチューセッツ工科大学(MIT)＜米国＞  (1989. 6. 8-) 
3.フラウンホーファー協会 システム・イノベーション研究所(ISI)＜独国＞ (1990. 2. 5-) 
4.韓国科学技術政策研究院(STEPI)＜韓国＞ (1993. 3. 8-) 
5.マンチェスター大学マンチェスターイノベーション研究所(MIoIR)＜英国＞  (1993.10. 1-) 
6.ジョージ・メイソン大学(GMU)公共政策研究科(SPP)＜米国＞                (1993.12.28-) 
7.中国科学技術発展研究院科学政策研究所(CASTED)＜中国＞                  (1994. 1.18-) 
8.フランス研究省技術局及び研究局(旧研究技術総局)＜仏国＞           (1994. 5.20-) 
9.ジョージア工科大学(Georgia Tech)＜米国＞                             (1999. 7. 1-) 
10.ノースキャロライナ大学(UNC)チャペルヒル校＜米国＞                    (2000. 9. 1-) 
11.韓国科学技術評価・企画院(KISTEP)＜韓国＞                            (2004.12. 9-) 
12.中国科学院科技政策・管理科学研究所(CAS/IPM)＜中国＞                 (2005. 6.28-) 
13.エジプト科学研技術究アカデミー(ASRT)＜エジプト＞             (2013. 7.14-) 
14.トルコ科学技術研究会議（TUBITAC）＜トルコ＞             (2014. 1. 2-) 









































The XXVI Innovation for Sustainable 


























（15th International Conference of 




















33rd International Association for 






































ク会議(The Fifth Government 























































































































15th Eurasia Business and Economics 








































































on Empirical Studies on Firm 
Dynamics, Job Creation and 














Deputy Trade Representative, 




Deputy Director, Project 
promotion and business 
development department, Russia 
Kalmychek 
Pavel 





ドイツ連邦議会議員 ドイツ 表敬訪問 
2014/
5/27 
Chris Hill George Mason University, 
Professor Emeritus of Public 





















CEO, Thailand Center of Excellence 










David Cope Professor, Director, 
Parliamentary Office of Science 











































































APEC Center for Technology 
Foresight National Science 







Peter De-Smedt Joint Research Centre, European 
Commission, Scientsit, Foresight 




Toni Ahlqvist VTT Technical Research Centre of 
Finland, Principal Scientist, 
Foresight, organizational 
dynamics and systemic change 
フィン
ランド 
Kerstin Cuhls Fraunhofer Institute for Systems 
and Innovation Research ISI, 
Project Manager 
ドイツ 
Ozcan Saritas University of Manchester, Senior 
Research Fellow/National Research 






James Dator University of Hawaii at Manoa, 
Director of Hawaii Research Center 







APEC Center for Technology 
Foresight 
APEC 
QU Wan CAS/IPM, Associate Professor 中国 
Haiam Helmy 
Ibrahim 
Academy of Scientific Research and 
Technology, Deputy Director of 












Ramadan A. Rezk 
Academy of Scientific Research and 
Technology, Director of Egyptian 






Moonjung Choi KISTEP, Director General of 
Strategic Foresight Office 
韓国 










SEAMEO Secretariat, Program 
Officer 
SEAMEO 
Sarah Cheah National University of Singapore 




YANG YinPing Institute of High Performance 
Computing (IHPC), Agency for 
Science, Technology and Research 
(A*STAR), Capability Group 
Manager 
HO Yuan Lu Instittue of Materials Research 
and Engineering (IMRE), Agency for 
Science, Technology and Research
WANG Ying Min Instittue of Materials Research 
and Engineering (IMRE), Agency for 
Science, Technology and Research
Resul TURGAY TUBITAK Department of Science, 
Technology and Innovation Policy, 
Policy Officer   
トルコ 
Nguyen Viet Hoa National Institute For Science And 







Jim Skea Faculty of Natural Sciences, 
Centre for Environmental Policy, 





Aidan Rhodes Faculty of Natural Sciences, 
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No.157(2014.04) 科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP 定点調査 2013）報告書 
No.158(2014.04) 科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP 定点調査 2013）データ集 
No.159(2014.07) サイエンスマップ 2010 & 2012 －論文データベース分析（2005 年から 2010 年
および 2007 年から 2012 年）による注目される研究領域の動向調査－ 
No.160(2014.09) 民間企業の研究活動に関する調査報告 2013 
No.161(2015.03) 科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP 定点調査 2014）報告書 























































2014.12.16                                        
 「第７回政策研究レビューセミナー」 
発表 1「産学連携と公的 R&D の経済効果：ミクロデータの分析から見えてきたこと」 
池内 健太  第１研究グループ 研究員 
発表 2「日本企業の研究活動とその成果－民間企業の研究活動に関する調査 2013 から－」 
隅藏 康一  第 2 研究グループ 総括主任研究官 
発表 3「大学の先端研究機器共用施設の研究活動への貢献度」 
伊藤 裕子  SciSIP 室長 
発表 4「データ・情報基盤の構築」 
富澤 宏之  科学技術・学術基盤調査研究室長 
発表 5「第 10 回科学技術予測調査（全体概要速報）」 
小笠原 敦  科学技術動向研究センター長 
発表 6「博士人材のキャリアパスの把握に向けた取組の現状について」 
岡本 拓也  第１調査研究グループ 総括上席研究官 
発表 7「国民の科学技術に対する意識に関する統計解析」 
細坪 護挙  第２調査研究グループ 上席研究官 
発表 8「データによる産学連携諸過程の把握」 
渡邊 英一郎 第３調査研究グループ 総括上席研究官 
発表９「サイエンスマップ調査の発展と活用－10 年を振り返って－」 









(3) NISTEP セミナーの開催 
 
2014.5.21                                       
「2013 年度 民間企業の研究活動に関する調査報告」 
隅藏 康一：科学技術・学術政策研究所第 2研究グループ総括主任研究官 
 
2014.6.17                                       
「サイエンスマップ 2010＆2012 調査報告」 
阪 彩香：科学技術・学術政策研究所科学技術・学術基盤調査研究室主任研究官 
 
2015.3.6                                        






2014.5.12                            第 1 調査研究グループ  




2014.6.9                                                         第 3 調査研究グループ  
「デューディリジェンスの実務上の観点から見る、大学発技術を実用化する為の方策について」 
松田 一敬：合同会社 SARR 代表社員 
 





2014.7.3                                企画課  
 「ロシアの科学技術情勢」 
林 幸秀：（独）科学技術振興機構 研究開発センター 上席フェロー 
行松 泰弘：前北海道大学工学研究院教授 
神谷 考司：前在露日本国大使館一等書記官 
津田 憂子：（独）科学技術振興機構 研究開発戦略センター フェロー 
 
2014.7.25                            第 3 調査研究グループ  
 「ベンチャー企業において公的資金を必要とする時期と、その有効な活用用途について」 
眞島 行彦：株式会社アールテック・ウエノ 代表取締役社長、慶應義塾大学医学部(眼科学) 
客員教授 
 
2014.9.5                           科学技術動向研究センター  
 「オープンアクセス出版のコストとビジネスモデルの最新状況が政策に与える影響とは」 
Steven Hall：IOP Publishing 英国物理学会出版局 マネージング・ディレクター 
 
2014.9.9                                    企画課  




 「 Obama’s “Shift to Asia” and Innovation: Public-Private Transitions Underway and 
Implications Beyond 2016」 
ジェラルド・J・ハネ（Gerald J. HANE）：バテル・ジャパン(株)代表取締役社長兼 CEO 
 
2014.10.20                          科学技術動向研究センター  
 「タイの最近の科学技術情勢」 
Dr.Nares Damrongchai：CEO, Thailand Center of Excellence for Life Sciences (Public 
Organization) 
 
2014.12.11                                   企画課  
 「働きがいのある職場について」 
和田 彰：Great Place to Work® Institute Japan 
 
2015.1.22                            第 3 調査研究グループ  
 「富士通株式会社における知的財産権活用例-地域の学生・中小企業・自治体・金融機関との連
携促進と自社知的財産権開放を組み合わせた地域イノベーションへの取組-」 
吾妻 勝浩：富士通株式会社 法務・コンプライアンス・知的財産本部ビジネス開発部長 
 
2015.2.23                                  SciSIP 室  
 「大阪大学の基礎研究から革新的産業応用への出口につなげる取組：研究資金と評価」 
掛下 知行：大阪大学 工学部長 





2015.3.3                             第 1 調査研究グループ  
 「ドイツにおける博士の育成と活用 ～フラウンホーファー日本代表部における経験から」 











松本 洋一郎：東京大学 副学長 
渡邉 その子：科学技術・学術政策研究所第 1調査研究グループ総括上席研究官 
相田 美砂子：広島大学 副学長 











2015.2.4                                        
NISTEP データ・情報基盤ネットワークショップ～政策形成を支えるエビデンスの充実を目指
して～ 
黒田 昌裕：科学技術イノベーション政策のための科学推進委員会 主査 
富澤 宏之：科学技術・学術政策研究所科学技術・学術基盤調査研究室長 
赤池 伸一：文部科学省科学技術・学術政策局企画評価課 分析官 
鳥谷真佐子：金沢大学先端科学・イノベーション推進機構 リサーチ・アドミニストレータ
ー 助教 
天野 晃  ：理化学研究所／筑波大学 
角田 裕之：鶴見大学 
石川 大介：科学技術・学術政策研究所 
鈴木 真也：科学技術・学術政策研究所第 3調査研究グループ研究員 




加納 圭  ：滋賀大学教育学部 准教授／京都大学物質-細胞統合システム拠点(iCeMS)特任
准教授／JST-RISTEX 
 
2015.3.3                                       
  第 6 回予測国際会議「フォーサイトのレビューと今後の方向性～政策立案への貢献に向けて
～」 
白石 隆：政策研究大学院大学 学長 
Dr. Ozcan Saritas ：英国、マンチェスター大学／ロシア、HSE 
Dr. Kerstin Cuhls ：ドイツ、フラウンホーファー システム技術・革新研究所 FhG-ISI 
Dr. Toni Ahlqvist ：フィンランド、国立技術研究センター VTT 
Dr. Peter De Smedt：欧州委員会、共同研究センター JRC 
七丈 直弘：科学技術・学術政策研究所科学技術動向研究センター 上席研究官 
小笠 原敦：科学技術・学術政策研究所科学技術動向研究センター長 
小柴 等  ：科学技術・学術政策研究所科学技術動向研究センター 研究員 
村田 純一：科学技術・学術政策研究所科学技術動向研究センター 特別研究員 
蒲生 秀典：科学技術・学術政策研究所科学技術動向研究センター 特別研究員 
室井 一恵：米国、ワシントンコア社 Assistant Vice President 
黒田 昌裕：JST-CRDS 上席フェロー・慶応義塾大学名誉教授 
有本 建男：政策研究大学院大学 教授 
上山 隆大：慶應義塾大学 教授 
小倉 新司：日本電気株式会社 
赤池 伸一：文部科学省科学技術・学術政策局企画評価課 分析官 
 
2015.3.26                                       
「ライフイノベーション領域における科学技術シナリオプランニングに向けた調査研究――
うつ病を事例として――」研究会 
重茂 浩美：科学技術・学術政策研究所科学技術動向研究センター 上席研究官 
樋口 輝彦：独立行政法人国立精神・神経医療研究センター 総長 
神庭 重信：九州大学医学研究院 精神病態医学分野 教授 
須原 哲也：独立行政法人放射線医学総合研究所 分子イメージング研究センター 分子神
経イメージング研究プログラム プログラムリーダー 




岡本 泰昌：広島大学大学院医歯薬保健学研究院 応用生命科学部門・精神神経医科学 准
教授 
加藤 忠史：独立行政法人理化学研究所 脳科学総合研究センター 精神疾患研究動態チー
ム シニアチームリーダー 
菊地 哲朗：大塚製薬（株）Qs’研究所 大塚製薬フェロー／所長 
川上 憲人：東京大学大学院医学系研究科 公共健康医学専攻 精神保健学分野 教授 
根本 忠一：公益財団法人日本生産性本部 ヘルスケアマネジメントセンター メンタル・
ヘルス研究所 研究主幹／主席コンサルタント 
倉林るみい：独立行政法人労働安全衛生総合研究所 有害性評価研究グループ 部長 
尾崎 紀夫：名古屋大学大学院医学系研究科 精神医学・親と子どもの心療学分野 教授 
神尾 陽子：独立行政法人国立精神・神経医療研究センター 精神保健研究所 部長 
梅永 雄二：宇都宮大学教育学部 特別支援教育 教授 
三村  将：慶応義塾大学医学部 精神神経科学教室 教授 
渡邊衡一郎：杏林大学医学部 精神神経科学教室 教授 









レポート 1 海外におけるフォーサイト活動（その 1）中国の技術予測活動
の動向－全国技術予測会議と上海市の地域的戦略ロードマップより－ 
レポート 2 オープンサイエンスをめぐる新しい潮流（その 4）研究コミュ
ニティに向けた協働データインフラの開発動向－欧州の EUDAT の取組か
ら－ 
レポート 3 IEEE 論文に基づく IoT 研究動向の計量書誌学的調査 






レポート 1 オープンサイエンスをめぐる新しい潮流（その 3）研究データ
出版の動向と論文の根拠データの公開促進に向けて 











レポート 2 オープンサイエンスをめぐる新しい潮流（その 2）オープンデ
ータのためのデータ保存・管理体制 
レポート 4 各国の地球観測動向シリーズ（第 10 回）国際災害チャーター













レポート 2 オープンサイエンスをめぐる新しい潮流（その 1）科学技術・
学術情報共有の枠組みの国際動向と研究のオープンデータ 
レポート 3 世界のスーパーコンピュータの動向（2014 年） 
レポート4 オバマ政権下の最近の米国の科学技術政策の展開 第1部 緊
縮財政下における研究開発優先順位設定 



















レポート 1 世界における予測活動の最近の動向 
レポート2 フォーサイトに関する最新動向－第5回予測国際会議 世界の
科学技術予測の現状～社会課題解決に向けて～（開催報告 その 1） 
レポート 3 宇宙食の現状と災害食への活用 















１．日 時  2015 年 3 月 25 日（水）14：00～15：30 









安西 祐一郎  独立行政法人 日本学術振興会 理事長 
笠木 伸英   独立行政法人 科学技術振興機構 研究開発戦略センター 副センター長・上席
フェロー 
白石 隆    国立大学法人 政策研究大学院大学 学長 
田中 隆治   星薬科大学 学長 
野田 由美子  プライスウォーターハウスクーパース株式会社 パートナー／ＰＰＰ･インフ
ラ部門アジア太平洋地区代表 
GERALD HANE   バテルジャパン株式会社 代表取締役社長 
山本 佳世子  株式会社 日刊工業新聞社 論説委員・編集局科学技術部編集委員 











2014. 4. 3「科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP 定点調査 2013）」 
（NISTEP REPORT No.157, 158） 
2014. 6. 5「ポストドクターの正規職への移行に関する研究」(DISCUSSION PAPER No.106) 
2014. 7.31「サイエンスマップ 2010&2012」（NISTEP REPORT No.159） 
2014. 8. 8「科学技術指標 2014」（調査資料 229） 
2014. 8.20「ポストドクター等の雇用・進路に関する調査―大学・公的研究機関への全数調査 
（2012 年度実績）―速報版」 
2014. 9.30「民間企業の調査研究に関する調査報告 2013」（NISTEP REPORT No.160） 
2014.11.10「第 1回博士人材追跡調査」 
2014.12.19「科学技術への顕著な貢献 2014（ナイスステップな研究者）」 
2015. 3.30「科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP 定点調査 2014）」 




(2) NISTEP メールニュース（13 報） 
 
第 46 号 2014 年 4 月 4 日 
○ニュース 
・ナイスステップな研究者 2013 パネル展示のお知らせ 
○報告書 
・科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP 定点調査 2013） 
・第 3回全国イノベーション調査報告 
・科学技術動向（2014 年 1・2月号、3・4月号） 
 
第 47 号 2014 年 4 月 11 日 
○報告書 






・ナイスステップな研究者 2013 パネル展示のお知ら 
 
第 48 号 2014 年 5 月 28 日 
○イベント情報 
・シンポジウム「イノベーション創出を支える博士人材の育成」 ～博士人材データベースの活
用と促進に向けて～ 開催のお知らせ［6月 2日(月) 東京・霞が関］ 
○科学技術動向 2014 年 5・6 月号 
 










として-［NISTEP NOTE（政策のための科学） No.10 
・大学・公的機関における研究開発に関するデータの整備－ミクロデータ分析への貢献－ 
［NISTEP NOTE（政策のための科学） No.11］ 




第 50 号 2014 年 6 月 25 日 
○イベント情報 
・「近未来への招待状 ～ナイスステップな研究者 2013 からのメッセージ～」 
2014 年 7 月 9 日(水)・8月 6日(水)・8月 21 日(木) / 東京（霞が関） 
 




際競争力の維持・向上への科学技術寄与期待度の統計分析－［DISCUSSION PAPER No.107］ 
・大学の地域貢献に関する国際シンポジウム［講演録-299］ 
○その他 
・「民間企業の研究活動に関する調査 2013 速報」の公開について 
・NISTEP 定点調査検索への最新結果の追加について 
 








・サイエンスマップ 2010＆2012－論文データベース分析（2005 年から 2010 年および 2007 年から
2012 年）による注目される研究領域の動向調査－［NISTEP REPORT No.159］の公表について 
○「科学技術動向」2014 年 7・8月号の公表について 
レポート 1. フォーサイトに関する最新動向―第 5回予測国際会議 世界の科学技術予測の現状 
～社会課題解決に向けて～ （開催報告 その 2）イノベーションとビジネスのための予測調査 
レポート 2. 米国の大学における先端研究機器のシェアおよびオープン化の動向 
レポート 3. オープンアクセスを踏まえた研究論文の受発信コストを議論する体制作りに向けて 
レポート 4. 衛星画像を利用した農業生産統計 
○イベント情報 
















第 54 号 2014 年 11 月 26 日 
○ニュース 
・第７回政策研究レビューセミナーの御案内 
・第 10 回科学技術予測調査結果速報の公表について 





・「共著論文から見た日本企業による国際産学共同研究の現状」［DISCUSSION PAPER No.109］ 
・「国民の科学技術に対する関心と科学技術に関する意識との関連」 [DISCUSSION PAPER No.108]  










第 55 号 2014 年 12 月 22 日 
○ニュース 




えた将来的な方向性の提案－」NISTEP NOTE（政策のための科学）No.13 の結果公表について 
 




























て～（開催結果） 」［NISTEP NOTE（政策のための科学）No.14］の公表について 
・「国際学会に注目した萌芽的研究の発展過程分析 — World-Wide Web Conference の事例分析 —」





開催の御案内（2015 年 3 月 3日（火）於政策研究大学院大学１階会議室 A-B） 
・「第６回予測国際会議」開催御案内（2015 年 3 月 3 日（火）於政策研究大学院大学想海樓ホー
ル） 
・「自動運転システムにおける標準化」セミナー開催御案内（2015 年 3 月 5 日（木）於政策研究
大学院大学 5階 講義室Ｌ） 
 
第 58 号 2014 年 3 月 31 日 
○報道発表 
・「科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP 定点調査 2014）」［NISTEP REPORT No.161, 162］
の結果公表 
○ニュース 





・「大学発ベンチャーの海外展開志向の決定要因」[DISCUSSION PAPER No.119]の公表 
・「科学技術動向」3・4月号の公表 
○イベント 

















年月日 号 頁 目次タイトル 備考 
平成 26 年 4 月 7日 №2285 58 科政研「第 3 回全国イノベー
ション調査報告」を公表 
成果報告書 
平成 26 年 4 月 14 日 №2286 58 
平成 26 年 4 月 21 日 №2287 68 海洋研究機構、総括予算班 OB
会「滝沢会」、科技政策研 
ナイスステップな研究者 
平成 26 年 4 月 28 日 №2288 42 科政研「科学技術の状況に係
る総合的意識調査」を公表 
成果報告書 
平成 26 年 5 月 26 日 №2292 24 科技政策研、金沢大、大阪大 講演会 
平成 26 年 6 月 9日 №2294 16 科政研シンポ「イノベーショ
ン創出の博士人材育成」 
シンポジウム 
平成 26 年 6 月 16 日 №2295 14 科政研「ポスドクの正規職へ
の移行に関する研究」公表 
成果報告書 
平成 26 年 7 月 14 日 №2299 16 NSITEP&JST、科政研「近未来
への招待状」 
ナイスステップな研究者 
平成 26 年 8 月 4日 №2302 21 ドイツ研究振興協会、日本工
学アカデミー、科技政策研 
講演会 




平成 26 年 8 月 18 日 №2304 20 
平成 26 年 8 月 25 日 №2305 







平成 26 年 9 月 15 日 №2308 14 科学技術・学術政策研、日本
工学アカデミー 
講演会 




平成 26 年 10 月 6 日 №2311 20 科政研「民間企業の研究活動
に関する調査報告 2013」公表
成果報告書 
平成 26 年 11 月 3 日 №2315 9 科技政策研、自然科学研究機
構、学生サポートセンター 
講演会 
平成 26 年 11 月 24 日 №2318 17 科技政策研、千葉大 国際セミナー 
平成 26 年 12 月 22 日 №2322 









平成 27 年 1 月 26 日 №2326 

















平成 27 年 2 月 9日 №2328 54 「ナイスステップな研究者
2014」の業績紹介③ 
ナイスステップな研究者 
平成 27 年 2 月 16 日 №2329 58 「ナイスステップな研究者
2014」の業績紹介④ 
ナイスステップな研究者 
平成 27 年 2 月 23 日 №2330 64 「ナイスステップな研究者
2014」の業績紹介⑤ 
ナイスステップな研究者 
平成 27 年 3 月 2日 №2331 
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安西 祐一郎      (独)日本学術振興会 理事長 
笠木 伸英       (独)科学技術振興機構 研究戦略センター 上席フェロー 
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Gerald Hane             バテルジャパン（株） 代表取締役社長 
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総務課         課長        大友 専治   2013. 5. 1～ 
            課長補佐   併  池亀 勝    2014. 4.16～ 
            情報係長   併  石川 大介   2012. 7. 1～ 
            庶務係長      齊藤 美智子  2014. 4. 1～ 
            経理係長   併  細貝 智之   2012. 8. 1～2015. 3.31 
            用度係長   併  池亀 勝    2014. 4.16～ 
            用度係       林 元基    2014. 4. 1～ 
                   併  細坪 護拳   2011. 9.12～2014.10. 1 
                   併  蛯原 弘子   2012. 3.19～ 
企画課         課長        松原 太郎   2013. 7.16～ 
               課長補佐      佐久間 晃   2013. 2. 1～2015. 3.31 
            国際研究協力官   竹代 明日香  2012. 2. 1～2014. 4.30 
                                            堀野 功    2014.10.14～ 
            企画係長   併  佐久間 晃   2013. 2. 1～2015. 3.31 
            企画係       荒井 俊晴   2014. 4. 1～2014.12.16 
                                            小松 怜史   2014.12.17～ 
業務係長   併  佐久間 晃   2013. 2. 1～2015. 3.31 
            業務係       佐藤 博俊   2009. 5. 1～ 
第 1 研究グループ    客員総括主任研究官 元橋 一之   2014. 4. 1～ 
            研究員       米谷 悠    2010. 4. 1～2015. 3.31 
            研究員       池内 健太   2011. 4. 1～ 
                        研究員       鈴木 真也   2012. 4. 1～ 
第 2 研究グループ    客員総括主任研究官 隅藏 康一   2012. 6. 1～ 
            研究員       古澤 陽子   2011. 6. 1～ 
            研究員       枝村 一麿   2012. 6. 1～ 
            研究員       福澤 尚美   2013. 1. 1～ 
第 1 調査研究グループ  総括上席研究官   渡邉 その子  2013. 4. 1～2014. 7.24 
                                            岡本 拓也   2014. 7.25～ 
            上席研究官     岡本 摩耶   2014.10. 1～ 
上席研究官        小林 淑恵   2013. 4. 1～ 





第 2 調査研究グループ  総括上席研究官 併 渡邉 その子  2013. 4. 1～2014. 7.24 
                                        併  岡本 拓也   2014. 7.25～ 
            上席研究官     早川 雄司   2012. 4. 1～2015. 3.31 
            上席研究官     細坪 護挙   2014.10. 1～ 
第 3 調査研究グループ  総括上席研究官   渡邊 英一郎  2014. 1. 1～2015. 3.31  
            上席研究官     池亀 勝    2014. 4.16～ 
                        上席研究官     新村 和久   2014. 4. 1～ 
             上席研究官     野澤 一博   2012. 4. 1～ 
            主任研究官  併  柿崎 文彦   1998. 7.16～ 
            研究員    併  鈴木 真也   2012. 4. 1～ 
科学技術動向研究センタ  ー センター長     小笠原 敦   2012.12. 1～ 
主任研究官     柿崎 文彦   2005. 7. 1～ 
            主任研究官     伊藤 裕子   2002.10. 1～2015. 3.31 
                     （併：SciSIP 室長 2011. 7. 1～2015. 3.31） 
            上席研究官     横尾 淑子   2003. 1. 1～ 
            上席研究官     浦島 邦子   2003. 6.16～ 
            上席研究官     重茂 浩美   2006. 1. 1～2015. 3.31 
            上席研究官     林 和弘    2012. 6. 1～ 
            上席研究官     七丈 直弘   2012.12. 1～ 
            上席研究官     相馬 りか   2014. 5. 1～ 
            研究員       小柴 等    2014. 4. 1～ 
科学技術・学術基盤調査研究室 室長     併  富澤 宏之   2010. 6. 1～ 
            主任研究官     伊神 正貫   2007. 8. 1～ 
            主任研究官     阪 彩香    2010. 4. 1～ 
            上席研究官     神田 由美子  2010. 4. 1～ 
            上席研究官     石川 大介   2012. 4. 1～ 
            研究官    併  蛯原 弘子   2006. 4. 1～ 
             研究員       川島 浩誉   2014. 1. 1～ 
 
特別研究員                                       
蒲生 秀典  凸版印刷（株）総合研究所次世代商品研究室シニア研究員 
 本間 央之  協和発酵キリン（株）研究開発本部オープンイノベーション部マネジャー 
村田 純一  浜松ホトニクス（株）中央研究所 
梅沢 加寿夫 （独）宇宙航空研究開発機構 主任開発員 
 
客員研究官（五十音順 2015 年 3 月 31 日現在）                       
赤池 伸一  文部科学省科学技術・学術政策局企画評価課科学技術政策分析官 
浅野 茂   (独)大学評価・学位授与機構研究開発部准教授 
安達 勝   東京大学本部国際交流課長 
新井 園枝  経済産業研究所コンサルティングフェロー 
荒木 宏子  慶應義塾大学経済学部助教 
池上 徹彦  科学技術振興機構研究開発戦略センター特任フェロー 
伊地知 寛博 成城大学社会イノベーション学部政策イノベーション学科教授 
市口 恒雄  日立製作所中央研究所シニア所員 
伊藤 恵子  専修大学経済学部教授 
伊藤 祥   （独）科学技術振興機構情報企画部主査 
伊藤 康   千葉商科大学人間社会学部教授 





今井 洋夫  （一社）経済産業統計協会専務理事 
江端 新吾  北海道大学 URA ステーション特任教授 
遠藤 悟   （独）日本学術振興会グローバル学術情報センター企画官・分析研究員 
大西 宏一郎 大阪工業大学知的財産学部専任講師 
岡田 智之  （株）三井物産戦略研究所 
岡部 康成  浜松学院大学現代コミュニケーション学部准教授 
岡室 博之  一橋大学大学院経済学研究科教授 
小嶋 典夫  信州大学大学院総合工学系研究科教授（学長補佐） 
小野寺 夏生 筑波大学名誉教授 
門村 幸夜  大阪大学産学連携本部特任准教授 
神里 達博  大阪大学コミュニケーションデザイン・センター特任准教授 
金間 大介  北海道情報大学経営情報学部准教授 
金谷 泰宏  国立保健医療科学院健康危機管理研究部部長 
川本 思心  北海道大学大学院理学研究院物理学部門科学誌・科学基礎論分野准教授 
菊田 隆   大阪大学特任研究員 
岸本 晃彦  （株）日立製作所中央研究所ライフサイエンス研究センター 
       バイオシステム研究部主任研究員 
金 榮愨   専修大学経済学部准教授 
木村 良   高知工科大学研究本部長 地域連携機構長 
権 赫旭   日本大学経済学部教授 
桑原 輝隆  政策研究大学院大学教授 
小塩 篤志  事業構想大学院大学事業構想研究科准教授 
小山 修   （独）国際農林水産業研究センター研究戦略室長 
齋藤 裕美  千葉大学法経学部経済学科准教授 
坂田 東一  日本原子力産業協会特任フェロー 
塩谷 景一  三菱電機（株）生産技術部主管技師長 
篠崎 香織  実践女子大学人間社会学部准教授 
篠田 孝佑  電気通信大学大学院情報システム学研究科助教 
下田 隆二  東京工業大学大学マネジメントセンター教授 
白川 展之  （独）新エネルギー・産業技術総合開発機構技術戦略研究センター研究員 
調 麻佐志  東京工業大学大学院理工学研究科准教授 
鈴木 潤   政策研究大学院大学政策研究科教授 
鷲見 芳彦  北海道大学産学連携本部特任教授 創造的事業社会実装部門長 
隅藏 康一  政策研究大学院大学准教授 
谷下 一夫  早稲田大学ナノ理工学研究機構研究院教授 
玉城 わかな 特許業務法人志賀国際特許事務所外国技術部 
玉村 雅敏  慶應義塾大学総合政策学部准教授博士 
田村 泰一  早稲田大学大学院商学研究科准教授 
塚田 尚稔  政策研究大学院大学准教授 
辻野 照久  （独）宇宙航空研究開発機構国際部調査分析課特任担当役 
寺崎 智宏  （株）産業革新機構戦略投資グループ参事 
外木 暁幸  一橋大学イノベーション研究センター特任助手 
長岡 貞男  一橋大学イノベーション研究センター教授 
永田 晃也  九州大学大学院経済学研究院教授 
中野 諭   （独）労働政策研究･研修機構研究員 
永野 博   政策研究大学院大学非常勤講師 
中武 貞文  鹿児島大学産学官連携推進センター産学官連携部門准教授 





中山 保夫   
名雪 哲夫  山形大学企画部教授 
西村 一彦  日本福祉大学経済学部教授 
西村 敏博  President, De Noise Laboratory 
丹羽 冨士雄 政策研究大学院大学名誉教授 
根本 正博  （独）日本原子力研究開発機構原子力科学研究部門原子力科学研究所 
野原 博淳  フランス国立労働経済社会研究所上席研究員 
野村 稔   野村リサーチ＆コンサルティング代表 
橋本 新平  （株）麻生非常勤顧問 
長谷川 敏彦  
羽田 尚子  中央大学商学部准教授 
林 隆之   （独）大学評価・学位授与機構研究開発部准教授 
深尾 京司  一橋大学経済研究所教授 
深萱 恵一  （独）理化学研究所連携推進部技術移転企画課課長代理 
藤井 章博  法政大学理工学部応用情報工学科教授 
藤本 博也  日産自動車（株）総合研究所研究モビリティ・サービス研究所主任研究員 
古川 貴雄  共立女子大学家政学部被服学科准教授 
細野 光章  東京工業大学研究戦略推進センター特任准教授 
前田 征児  新日本石油（株）研究開発本部研究開発企画部水素事業化グループ 
牧 慎一郎  大阪市建設局動物園改革担当部長 
増田 耕一  （独）海洋研究開発機構統合的気候変動予測研究分野主任研究員 
町 末男   （独）日本原子力研究開発機構フェロー  
松浦 重和  名古屋大学総合企画室教授・総長補佐 
松原 仁   公立はこだて未来大学システム情報科学部複雑系知能学科教授 
松原 宏   東京大学大学院総合文化研究科教授 
松原 美之  日本消防検定協会理事 
松室 寛治  京都工芸繊維大学研究推進部教授 
真野 裕吉  一橋大学大学院経済学研究科専任講師 
間宮 馨   （公財）科学技術国際交流センター理事長 
宮川 努   学習院大学経済学部教授 
村野 昭人  東洋大学理工学部都市環境デザイン学科准教授 
村山 泰啓  （独）情報通信研究機構総合データシステム研究開発室長 
元橋 一之  東京大学大学大学院工学系研究科教授 
森 雅文    
山内 勇   （独）経済産業研究所研究員 
山下 泰弘  （独）科学技術振興機構情報企画部主任調査員 
山田 仁一郎 大阪市立大学大学院経営学研究科准教授 
山田 肇   東洋大学経済学部総合政策学科教授 
横田 慎二  （独）産業技術総合研究所 つくばイノベーションアリーナ推進本部つくばイ
ノベーションアリーナ連携推進室総括主管       
米山 茂美  学習院大学経済学部教授 
鷲津 明由  早稲田大学社会科学総合学術院教授 
和田 智明  （公財）科学技術広報財団顧問 
渡辺 政隆  筑波大学教授、サイエンスコミュニケーター 
        
国際客員研究官                                     
Christopher T.Hill   ジョージメイソン大学教授 





Henry Chesbrough    カリフォルニア大学バークレー校ハース経営大学院特任教授 
Rene Belderbos     カトリック大学ルバーン校教授 
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